
２．高校生の現状
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高校生の学校外における平日の学習時間の推移

（分）

ボリュームゾーンである中間層の勉強時間が大きく減少している。

（※）学習時間には 学習塾や予備校 家庭教師との学習時間を含む

8

（※）学習時間には、学習塾や予備校、家庭教師との学習時間を含む

【調査概要】高校２年生（普通科）４４６４人を対象に、全国４地域（東京・東北・四国・九州地方の都市部と郡部）で実施。

（出典）Benesse教育研究開発センター「第４回学習基本調査」



「ほとんどしない」、「３０分程度」の割合が増加し、２時間以上の割合が減少。
平均的な学習時間は約９０分（１９９０年）から約７０分（２００６年）まで減少している。
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9【調査概要】高校２年生（普通科）４４６４人を対象に、全国４地域（東京・東北・四国・九州地方の都市部と郡部）で実施。

（出典）Benesse教育研究開発センター「第４回学習基本調査」



高校生の授業の理解度

各教科共に５０％を下回っている。

国語
47.2

英語

数学

39.3

39.3

地歴 38.2

公民

理科

24.6

36.2

（※）数値は「ほとんどわかっている」と「７０％くらいわかっている」の合計

（％）
0 10 20 30 40 50

【調査概要】高校２年生（普通科）４４６４人を対象に、全国４地域（東京・東北・四国・九州地方の都市部と郡部）で実施。

（出典）Benesse教育研究開発センター「第４回学習基本調査」
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高校生の授業の理解度（偏差値別）

○ 偏差値別でみても、授業の理解度は、国語を除き５０％を下回る。

（％）

高校生の授業の理解度（偏差値別）

57.3 60.0 

70.0 
（％）

36.8 35.6 

43.8 

36.8 
34 4

40.2 

48.8 

37.3 37.1 38.3 

47.5 45.6 

42.1 

49.1 

40.0 

50.0 

29.5 

17.4

32.4 31.5 

28.2 

34.4 
33.0 

22.4 

30.3 
32.0 

20 0

30.0 

17.4 

10.0 

20.0 

0.0 
国語 地歴 公民 数学 理科 英語

４５未満 ４５以上５０未満 ５０以上５５未満 ５５以上

（ ）数値は「 とんどわか る と「 くら わか る 合計（※）数値は「ほとんどわかっている」と「７０％くらいわかっている」の合計

【調査概要】高校２年生（普通科）４,４６４人を対象に、全国４地域（東京・東北・四国・九州地方の都市部と郡部）で実施。
（出典）Benesse教育研究開発センター「第４回学習基本調査」
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ＰＩＳＡ調査；ＯＥＣＤが１５歳児（我が国では高校１年生）を対象に実施

OECD生徒の学習到達度調査（PISA）の結果の推移

２００３年
（平成１６年１２月公表）

２００６年
（平成１９年１２月公表）

２００９年
（平成２２年１２月公表）

調査時期 平成１５年７月 平成１８年６，７月 平成２１年６，７月

全参加
フィンランドに次ぐ上位グループ ＯＥＣＤ平均と同程度 ＯＥＣＤ平均と同程度 上位グループ

２０００年
（平成１３年１２月公表）

読解力

平成１２年７月

国・地域
８位（５２２点）/32 １４位（４９８点）/41 １５位（４９８点）/57 ８位（５２０点）/65

OECD加盟国 ８位/28 １２位/30 １２位/30 ５位/34

全参加
上位グループ 上位グループ

ＯＥＣＤ平均より高得点
グループ

ＯＥＣＤ平均より高得点グ
ループ

読解力

２０００年調査の中心分野

数学的リテラシー

有意に
上昇

有意に
低下

有意差
なし

前回と共通
の２領域に

国・地域
１位（５５７点）/32 ６位（５３４点）/41 １０位（５２３点）/57 ９位（５２９点）/65

OECD加盟国 １位/28 ４位/30 ６位/30 ４位/34

全参加
上位グループ 上位グループ 上位グループ 上位グループ

数学的リテラシ

２００３年調査の中心分野

科学的リテラシー

有意差
なし

有意に
低下

の２領域に
ついては変
化なし。
（※１）

共通問題
２２問の

国・地域
２位（５５０点）/32 ２位（５４８点）/41 ６位（５３１点）/57 ５位（５３９点）/65

OECD加盟国 ２位/28 ２位/30 ３位/30 ２位/34

OECD加盟国
３０ヵ国

OECD加盟国
３０ヵ国

OECD加盟国
３４ヵ国

科学的リテラシ

２００６年調査の中心分野 有意差
なし

OECD加盟国
２８ヵ国

有意差
なし

問
正答率は
変化なし。
（※２）

（備考）
３０ヵ国
調査参加国・地域
４１ヵ国

３０ヵ国
調査参加国・地域
５７ヵ国

３４ヵ国
調査参加国・地域
６５ヵ国

※１　「空間と形」と「変化と関係」の２領域については、２０００年、２００３年で共通に出題され、得点に変化はなかった。
　　 　「量」と「不確実性」の２領域については、２００３年に新たに出題されたため、経年比較はできなかった。

読解力（2000年調査と2009年調査の比較）

２８ヵ国
調査参加国・地域
３２ヵ国

※２　２００６年は中心分野となり、出題の枠組みが変わったため、１０３問全体の平均得点は比較できない。 ２０００年
（平成１３年１２月公表）

２００９年
（平成２２年１２月公表）

平成１２年７月 平成２１年６，７月

フィンランドに次ぐ上位グループ

８位（５２２点）

上位グループ

８位（５２０点）８位（５２２点）/32 ８位（５２０点）/65

８位/28 ５位/34

有意差
なし
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なりたい職業のある高校生の推移

近年、将来の目標がある高校生が大きく減少している。

【調査概要】高校２年生（普通科）４４６４人を対象に、全国４地域（東京・東北・四国・九州地方の都市部と郡部）で実施。

（出典）Benesse教育研究開発センター「第４回学習基本調査」
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平成22年度中途退学者数：55,415人 （前年度： 56,947人 ）（国公私）

高等学校における中途退学者数と中途退学率の推移

（％）

中途退学者数(人） 中途退学率(％）

（年度）

14
（注１） 調査対象は、平成１６年度までは公私立高等学校、平成１７年度からは国公私立高等学校
（注２） 中途退学率は、在籍者数に占める中途退学者数の割合

文部科学省 「平成22年度 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」結果

（年度）



高等学校における中途退学者の理由の推移

学業不振 7０

平成２２年度５５，４１５人の内訳（％）

学業不振 7.０

学校生活・学業不適応 39.0 

もともと高校生活に熱意がない 15.5 

授業に興味がわかない 6.1 

人間関係がうまく保てない 7 3人間関係がうまく保てない 7.3 

学校の雰囲気が合わない 5.5

その他 4.7 

進路変更 34.0 

別の高校への入学を希望 11.9 

専修・各種学校への入学を希望 1.6 

就職を希望 13.4 

高卒程度認定試験を受験希望 3.0 

その他 4.2 

病気・けが・死亡 4.0 

経済的理由 1.9 

家庭の事情 4.5 

問題行動等 6.0 

その他の理由 3.6 

15（注１）調査対象は、平成１６年度までは公私立高等学校、平成１７年度からは国公私立高等学校

文部科学省 「平成22年度 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」結果

（年度）




